
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号 随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画競争又は公募） 予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

ＶＬＢＩ観測運用及び相関処理・
解析支援業務（単価契約）

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）エイ・イー・エス
東京都中央区八重洲１丁目７番１７号

6010001089530

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）
 
　本業務の実施にあたっては、業務実施者２名を従事させることが必要である。ま
た、業務従事者が勤務できない場合、要件を満たす代替要員を従事させることがで
きることが必要である。
　株式会社エイ・イー・エスは、本業務の遂行に必要となる要件を満たす業務実施
者２名を従事させることができ、また、業務実施者が勤務できない場合、要件を満
たす代替要員を従事させることができる。加えて、同社は本業務を長年にわたり実
施しており、業務内容を問題なく遂行できるものと考えられる。
　上記の事由から、株式会社エイ・イー・エスを契約予定者として決定し、本業務が
他者による履行が可能かどうか確認するため公募を行った結果、他に応募者がな
く、本業務の契約相手として唯一性の確認がなされたことにより、同者と随意契約
を締結した。

22,003,237 22,000,550 99.9% ― 単価契約

干渉ＳＡＲ高次処理ソフトウェア
の保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
三菱電機ソフトウエア（株）
東京都港区浜松町２丁目４番１号

9010401028746

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　本業務を確実に遂行するためには、業務実施に十分な体制を確保すると共に衛
星データ処理に関する実績を有する必要がある。三菱電機ソフトウエア株式会社
は、国土地理院が実施する衛星合成開口レーダー 地盤変動測量において、
ALOS-2/PALSAR-2及びALOS-4/PALSAR-3のデータ処理に関するシステムの開
発及びソフトウェア保守を長年にわたり実施しており、必要な 保守体制を整えるの
に十分な実績を有している。
　上記の事由から、三菱電機ソフトウエア株式会社を契約予定者として判断した上
で本業務が他者による履行が可能かどうか確認するための公募を行った結果、他
に応募者がなく、本業務の契約相手として唯一性の確認がなされたことにより、同
者と随意契約を締結した。

3,757,224 3,751,000 99.8% ―

ＳＡＲ干渉解析業務（単価契
約）

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）エイ・イー・エス
東京都中央区八重洲１丁目７番１７号

6010001089530

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　株式会社エイ・イー・エスは、国土地理院が実施する衛星合成開口レーダー地盤
変動測量において、解析支援業務を長年にわたり実施している。また、本業務の遂
行に必要となる要件を満たす業務実施者2名を従事させることができ、また、業務
実施者が勤務できない日が連続して生じる場合、要件を満たす代替要員を派遣す
ることができる。
　上記の事由から、株式会社エイ・イー・エスを契約予定者として判断した上で、本
業務が他者による履行が可能かどうか確認するため公募を行った結果、他に応募
者がなく、本業務の契約相手として唯一性の確認がなされたことにより、同者と随
意契約を締結した。

21,744,376 21,741,720 99.9% ― 単価契約

ＧＮＳＳ連続観測システム（ＧＥ
ＯＮＥＴ中央局等）の保守・運用

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
カナデビア（株）
大阪府大阪市住之江区南港北１丁目７番
８９号

3120001031541

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　本業務の履行には、GNSS 観測機器及びデータの取り扱いに関する知識だけで
なく、GEONET を構成するサーバやネットワーク機器の保守・運用に関する知識が
必要である。さらに、GEONET を24 時間停止させることなく運用可能な体制も必要
不可欠である。
　現時点において、これらの条件を満たす業者であるカナデビア株式会社を契約予
定者として判断した上で、本業務が他者による履行が可能かどうか確認するため
公募を行った結果、他に応募者がなく、本業務の契約相手として唯一性の確認が
なされたことにより、同者と随意契約を締結した。

113,904,890 113,904,780 99.9% ―

石岡測地観測局ＶＬＢＩアンテナ
装置の定期点検及び年間保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）東陽テクニカ
東京都中央区八重洲１丁目６番１号

8010001051991

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　本業務の実施にあたっては、責任者を１名定め、国土地理院からの保守に関する
技術的な内容の連絡先として主となる連絡担当者を１名定めることが必要である。
また、不具合が起きたときに、必要に応じてアンテナ製造メーカー（OHB：ドイツ）と
の連絡を取れる体制であることが必要である。
　株式会社東陽テクニカは、本業務の遂行に必要となる要件を満たす責任者、連
絡担当者の体制をとることができ、また、不具合が起きたときに、アンテナ製造メー
カーと連絡がとれる体制も整えている。加えて、同社は本業務を長年にわたり実施
しており、業務内容を問題なく遂行できるものと考えられる。
　上記の事由から、株式会社東陽テクニカを契約予定者として決定し、本業務が他
者による履行が可能かどうか確認するため、公募を行った結果、他に応募者がな
く、本業務の契約相手として唯一性の確認がなされたことにより、同者と随意契約
を締結した。

8,368,316 8,360,000 99.9% ―

ソフトウェア（ガンマ干渉ＳＡＲ
モジュール）の保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）オープン・ジー・アイ・エス
東京都墨田区吾妻橋１丁目１９番１４号

6010601022551

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号

　ガンマ干渉SARモジュールはスイス連邦GAMMA Remote Sensing社のみにより開
発・供給されているが、株式会社オープン・ジー・アイ・エスは、GAMMA Remote
Sensing社から独占的な正規販売店の指定を受けており、同社は日本国内におい
て本業務を 実施することが可能な唯一の者であるため、同者と随意契約を締結し
た。

3,850,000 3,850,000 100.0% ―

高速ネットワーク回線用Ｌ３ス
イッチ保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
ＮＴＴ－ＡＴテクノコミュニケーションズ（株）
茨城県水戸市城南２丁目１番２０号

7050001003222

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号

　本契約で保守の対象となる高速ネットワーク回線用L3スイッチは、ATC光伝送
サービス契約約款第3条で定義される光伝送設備に該当し、第40条において「当社
がATC光伝送サービス契約に基づき設置した光伝送設備を移動し、取りはずし、変
更し、分解し、若しくは破損し、又はその設備に線状その他の導体を連絡しないこ
と」とされていることから、ＮＴＴ－ＡＴテクノコミュニケーションズ株式会社は本業務を
実施することが可能な唯一な者であるため、同者と随意契約を締結した。

3,582,700 3,080,000 86.0% ―

広帯域冷却型受信機等の年間
保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
日本通信機（株）
神奈川県愛甲郡愛川町中津４００５番地

4021001025699

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号

　本契約で年間保守の対象となる受信機等は、広帯域冷却型受信機、システム雑
音温度測定器ほか、複数の機器で構成されている。これらは複雑な構造及び部品
を有しており、わずかな取扱いの誤りであっても、機器の故障が生じる恐れがある
ため、受信機等の構造等を熟知した高度な専門技術を有する者が作業を実施する
必要があ る。しかし、受信機等の設計・製造図面及び試験規格は製造元の機密事
項で非開示 となっており、製造元以外の者が本業務を実施することはできない。
　日本通信機株式会社は、受信機等に係る専門技術を有し、また、石岡測地観測
局 の受信機等を製造・納入した者であり、設計・製造図面及び試験規格について
も把 握している唯一の者であるため、同者と随意契約を締結した。

6,050,000 6,050,000 100.0% ―

可搬型GNSS連続観測装置の
保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）フィールドテック
東京都台東区台東２丁目２４番８号

5122001006463

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　可搬型GNSS連続観測装置は、固有の技術により長期にわたって運用及び改良
されてきた観測装置であり、装置の保守には設置されている機器に関する知識は
いうまでもなく、当該装置の制御に関わる部品やプログラムについての技術力を持
ち合わせていることが必要である。これらの条件を満たす者である株式会社フィー
ルドテックを契約予定者として判断した上で、本業務が他者による履行が可能かど
うか確認するため公募を行った結果、他に応募者がなく、本業務の契約相手として
唯一性の確認がなされたことにより、同者と随意契約を締結した。

2,640,000 2,640,000 100.0% ―

ソフトウェア（ＰＣ－ＭＡＰＰＩＮ
Ｇ）の保守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
（株）マプコン
東京都中央区八丁堀４丁目９番４号

9010001101738

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号

　本ソフトウェアは、電子国土基本図のデータ形式に対応している唯一のソフトウェ
アであるが、本ソフトウェアは株式会社マプコン製の製品であり、同者は販売、故障
時の修理、ソフトウェアのアップデート･改修を行うことのできる国内唯一の業者であ
るため、同者と随意契約を締結した。

9,163,000 9,163,000 100.0% ―

航空機搭載型ＳＡＲ装置の保
守

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
アルウェットテクノロジー（株）
東京都三鷹市下連雀３丁目２番２４号

3012401016604

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4 第3号

　航空機搭載型SAR装置 ATSAR-X（以下「ATSAR-X」という。） を運用する上で定
期的にファームウェア及びソフトウェアのバージョンアップを行うことは、データ取得
及び処理を実施するためには非常に重要であり、また、ハードウェア及びソフトウェ
アに問題が発生した場合、保守を行うことで迅速に修理の対応が可 能となる。
　ATSAR-Xはアルウェットテクノロジー社製の製品であり、同社は販売、保守点検、
故障時の修理、ソフトウェアのアップデート･ 改修を行うことのできる国内唯一の正
規業者であることから、アルウェットテクノロジー株式会社と随意契約を締結した。

6,215,000 6,215,000 100.0% ―

ＧＥＯＮＥＴ通信回線網の運用
業務（単価契約）

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
ＮＴＴ東日本（株）
東京都新宿区西新宿３丁目１９番２号

8011101028104

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4 第3号

　本業務を実施するためには、ＧＥＯＮＥＴ通信回線網で使用している各回線・サー
ビスの構造・内容を熟知していること、各電子基準点等の拠点情報に精通している
こと、各回線・サービスの提供者との円滑な調整・手配が可能なことが必要である。
加えて、この通信回線網はＮＴＴグループ各社の電気通信設備を利用していること
から、通信回線網の提供者以外には本業務を行うことができないことからＮＴＴ東日
本株式会社と随意契約を締結した。

9,344,280 9,344,280 100.0% ― 単価契約

令和８年度統合災害情報シス
テムのソフトウェア運用支援業
務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月1日
日本アイ・ビー・エム（株）
東京都港区虎ノ門２丁目６番１号

1010001128061

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、複雑な構成のシステムを安定的に運用するための
高度な企画力及び技術力が必要であることから、経験、知識等を含めた企画提案
を求め、企画競争方式による調達を行うこととした。
　今般、提案者から提出された企画提案書について、企画提案書を特定するため
の評価基準に基づき評価を行った結果、日本アイ・ビー・エム株式会社の企画提案
書が本業務の企画及び実施に関し適格であると判断したため、本業務の契約相手
として同社を特定し、随意契約を締結した。

29,645,000 29,645,000 100.0% ―

試験難易度推定に関する実証
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月14日
（株）教育測定研究所
東京都品川区東品川二丁目３番１２号
Tennozu Bay Tower１１階

4010401088225

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、、試験の難易度推定の課題を正確に捉え、近年の
技術等の動向等を踏まえた実証を行う必要があることから、高度で専門的な知識
に基づく的確かつ具体的な企画提案を求め、企画競争方式による調達を行うことと
した。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社 教育測定研究所を特定し、同社と随意契約を締結した。

11,000,000 11,000,000 100.0% ―
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南海トラフ巨大地震に係る基準
点体系の対策検討業務業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月15日

エム・アール・アイ　リサーチアソシエイツ
（株）
東京都千代田区永田町二丁目１０番３号
東急キャピトルタワー

7010001012532

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）
　
　本業務の実施にあたっては、「地震による定量的被害量の推計及び定性的被害
シナリオの検討」、「基準点の復旧対策等の検討」、「基準点体系の早期復旧対策
の検討に必要なニーズ調査」、「GNSS 測位の支援に関するニーズ調査」につい
て、重要かつ有効・有益と考える調査等の観点、手法及び、それらへの工夫に関す
る提案が必要であることから、企画提案を求め、企画競争方式による調達を行うこ
ととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、エ
ム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社を特定し、同社と随意契約を締結し
た。

78,980,000 78,100,000 98.9% ―

地形改変可能性箇所情報の整
備手法検討業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月21日
アジア航測（株）
神奈川県川崎市麻生区万福寺１－２－２
新百合トウェンティワン

6011101000700

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、地形改変可能性箇所情報の整備手法に関して、必
要な品質を確保するための各種条件を検討したうえで、専門的な技術を要する
SfM-MVS を利用して様々な試行・検証を行う必要があり、これらの技術や業務に
精通した専門性の高い者に提案を求めることが、より効果的で汎用性の高い成果
を得ることにつながると判断されたことから、企画提案を求め、企画競争方式による
調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、ア
ジア航測株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

41,998,000 41,998,000 100.0% ―

国土地理院共同利用電子計算
機システムのＧＳＳ移行支援等
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年4月27日
ＫＰＭＧコンサルティング（株）
東京都千代田区大手町１丁目９番７号

8010001144647

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務を遂行するためには、ＧＳＳに関する知識及び高度な企画力が必要である
ことから企画提案を求め、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、Ｋ
ＰＭＧコンサルティング株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

64,975,350 64,975,350 100.0% ―

沖ノ鳥島における離島の基準
点整備に係る傭船及び支援業
務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年5月22日
五洋・日鉄エンジ・東亜特定建設工事共同
企業体
東京都文京区後楽二丁目6番1号

―

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4 第3号

　本業務は、沖ノ鳥島に位置する東小島及び北小島にそれぞれ設置されている三
角点の改測作業を実施するために傭船及び支援業務を行うものである。
　本傭船は沖ノ鳥島周辺に滞在する母船から東小島及び北小島までの区間であ
り、母船が沖ノ鳥島周辺に滞在している必要がある。しかし、東小島及び北小島を
含む沖ノ鳥島周辺の海域は、海岸法第3条に基づく海岸保全区域に指定されてい
るため、海岸保全区域内で工事等を実施するには海岸管理者の許可が必要な区
域となっていることから、作業期間中に沖ノ鳥島周辺に滞在しておりかつ当該業務
を実施できる業者は限られている。
　五洋・日鉄エンジ・東亜特定建設工事共同企業体は、関東地方整備局特定離島
港湾事務所発注の沖ノ鳥島周辺における別件工事の受注者であり、本件の作業
期間中に海岸管理者の許可の上、沖ノ鳥島周辺に滞在し、東小島及び北小島へ
の傭船等が可能な唯一の業者である。

2,728,000 2,728,000 100.0% ―

干渉ＳＡＲ高次処理ソフトウェア
の改造

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月4日
三菱電機ソフトウエア（株）
東京都港区浜松町２丁目４番１号

9010401028746

　 会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（公募）

　本業務の実施にあたっては、合成開口処理の知識全般を有し、干渉合成開口
レーダー技術についての原理及び処理の流れについて十分に把握し、必要な開発
体制をとることができることと、ALOS-2/PALSAR-2及びALOS-4/PALSAR-3の
データ処理に関するシステムの開発実績を有していることが必要である。
　三菱電機ソフトウエア株式会社は、合成開口処理の知識全般を有し、干渉合成
開口レーダー技術についての原理及び処理の流れについて十分に把握し、必要な
開発体制をとることができる。また、国土地理院が実施するSAR干渉解析業務にお
いて、ALOS-2/PALSAR-2及びALOS-4/PALSAR-3のデータ処理に関するシステ
ムの開発、改造及びソフトウェア保守を長年にわたり実施しており、十分な実績を
有している。
　上記の事由から、三菱電機ソフトウエア株式会社を契約予定者として判断した上
で、本業務が他者による履行が可能かどうか確認するため、公募を行った結果、他
に応募者がいなかったために、本業務の契約相手として唯一性の確認がなされた
たことにより、同者と随意契約を締結した。

43,049,384 43,043,000 99.9% ―

位置情報インフラの強靱化（Ｓ
ＬＲ用レーザー等の購入）

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月5日
（株）日本レーザー
東京都新宿区西早稲田２丁目１４番１号

4011101016839

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4 第3号

　本業務で導入する機材は、当院と共同研究を行っている一橋大学が開発した
Omni-SLR と呼ばれる装置の一部となるものである。これは、既製品を含む部品を
組み合わせることにより小型かつ低価格で構築したもので、世界初の試みである。
共同研究で開発したOmni-SLR の機材（レーザー等）には、ドイツ国のCryLaS 社の
製品が使用されている。調査検討業務では、Omni-SLRの組立て及び調整並びに
観測手法を確立させ、測地観測装置としての実現可能性を検証する必要がある。
　CryLaS 社製品以外の機種を選定した場合、装置としての動作が保証されず、観
測ができない等、当初の目的を果たせなくなる可能性が大きいことから、同社製品
が調査検討業務において使用可能な唯一の製品である。
　株式会社日本レーザーは日本国内唯一のCryLaS 社の代理店であることから、同
社と随意契約を締結した。

6,901,730 6,600,000 95.6% ―

令和８年度通行規制情報等の
提供業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月9日
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋一丁目５番１０号

2010005004175

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4 第3号

　本業務は、災害対応の高度化を目的に、公益財団法人日本道路交通情報セン
ター（以下「JARTIC」という。） が保有する通行規制情報に対し、道路に係る情報
（路線名、路線番号、道路種別、道路管理者、24 時間交通量（平日））を付加した
データ（以下「通行規制情報等」という。）を遅滞なく提供するものである。
　通行規制情報等の提供においては、道路の状況を把握するために統合災害情報
システム上に表示するだけではなく、道路局をはじめとする各局・地整・本省が作成
する災害対応のとりまとめ資料等に用いられることから、データを加工し、それを用
いた資料を官邸等多数の者へ提供することとなるため、データの二次利用が可能
で、利用者数に依存しない料金体系である必要がある。
　現在、JARTIC が販売している通行規制情報は二次利用ができない、又は利用
者数に依存する料金体系であり、あるいはその両方であることから、JARTIC 以外
の者が要件を満たすものを当院に提供することができないため、通行規制情報の
提供元であり、利用範囲を含む契約内容を決定できるJARTIC が国内唯一の業者
であるため、同者と随意契約を締結した。

3,801,450 3,795,000 99.8% ―

統合災害情報システムの使用
性向上に係る機能改良等業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月15日
日本アイ・ビー・エム（株）
東京都港区虎ノ門二丁目６番１号

1010001128061

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、WebGIS を用いた災害情報の共有に関するシステム
の運用に関し、高度で専門的な知識・技術が要求されることから、公平性・透明性
及び客観性が確保される企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、日
本アイ・ビー・エム株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

32,926,960 32,926,960 100.0% ―

機械学習手法を用いた３次元
地図の自動作成技術の開発業
務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月16日
国際航業（株）
東京都新宿区北新宿二丁目２１番１号

9010001008669

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務は、衛星画像、空中写真や航空レーザ測量により取得した点群データ等
から機械学習手法を用いて地物の形状を自動取得・自動編集し、国土地理院にお
ける３次元地図作成の工程を効率化させる技術の開発を行うものであり、業務を遂
行するためには、高度な企画力及び技術力が必要であることから、企画競争方式
による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、国
際航業株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

92,752,000 92,752,000 100.0% ―

電子基準点データ配信の持続
性に係る検討業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月17日
（株）野村総合研究所
東京都千代田区大手町１丁目９番２号

4010001054032

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、「官民連携に係る前提条件の整理・検討」、「新規事
業モデルの検討」、「民間事業者等へのサウンディング実施及びＰＦＩ事業方針の検
討」について、重要かつ有効・有益と考える調査等の観点、手法及び、それらへの
工夫に関する提案が必要であることから、企画競争方式による調達を行うこととし
た。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社野村総合研究所を特定し、同社と随意契約を締結した。

103,910,977 103,758,352 99.9% ―

３次元地図情報に対応した情
報管理・編集システムの設計・
開発業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月25日
ジオテクノロジーズ（株）
東京都文京区本駒込２丁目２８番８号

4010001213843

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　国土地理院では、電子国土基本図（地図情報）の全国データを独自の形式・機構
により管理し、経年変化等の更新を行っている。令和６年度は、３次元地図情報に
対応した新データベース等に関する調査検討及び要件の検討を実施し、令和７年
度は前述の検討により作成した要件定義書に基づき、３次元地図情報に対応した
情報管理・編集システムのコア機能の設計及び開発を行った。本業務では、令和７
年度に引き続き、要件定義書に定める機能の設計及び開発を行うことを目的とす
るものである。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力及び技術力が必要であることから、企
画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、ジ
オテクノロジーズ株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

98,775,930 98,769,000 99.9% ―

次期ＧＮＳＳ連続観測システム
の構築に向けた要件定義作成
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年6月26日
（株）三菱総合研究所
東京都千代田区永田町二丁目１０番３号

6010001030403

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、「現行のＧＥＯＮＥＴのデータフロー等の可視化及び
課題整理」及び「ＧＥＯＮＥＴ更新のための要件定義書作成」について、重要かつ有
効・有益と考える調査等の観点、手法及び、それらへの工夫に関する提案が必要
であることから、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社三菱総合研究所を特定し、同社と随意契約を締結した。

97,691,154 97,691,000 99.9% ―
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備考

試験問題点検工程の改善検討
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年7月14日
（株）教育測定研究所
東京都品川区東品川二丁目３番１２号
Tennozu Bay Tower１１階

4010401088225

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　　本業務の実施に当たっては、試験問題点検工程に係る実務上の課題を正確に
把握し、効率化及び品質確保の観点から、実効性のある改善方策を検討する必要
がある。高度で専門的な知識に基づく的確かつ具体的な提案を求めるため、企画
競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社教育測定研究所を特定し、同社と随意契約を締結した。

10,769,000 10,769,000 100.0% ―

電子基準点網における電波干
渉対策に関する調査検討業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年7月28日
（株）パスコ
東京都目黒区下目黒一丁目７番１号

5013201004656

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施にあたっては、地理空間情報に関する海外調査の実績を有する各
者から、その専門知識と経験を生かし、文献調査及び対面ヒアリング調査の手法に
ついて、効率的、効果的な手法でかつ深度のある分析が可能となる優れた調査手
法の提案が必要であったため、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社パスコを特定し、同社と随意契約を締結した。

29,964,772 29,964,000 99.9% ―

３次元地理空間情報の整備及
び利活用に関する海外動向調
査業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年7月29日
三菱電機ソフトウエア（株）
東京都港区浜松町２丁目４番１号

9010401028746

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　　本業務の実施に当たっては、「意図的な電波干渉の仕組み、検出方法等に関す
る調査」及び「電子基準点網における電波干渉対策に向けた検討」について、重要
かつ有効・有益と考える調査等の観点、手法及び、それらへの工夫に関する提案
が必要であったため、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、三
菱電機ソフトウエア株式会社を特定し、同社と随意契約を締結した。

24,376,520 24,310,000 99.7% ―

令和８年度　担い手確保に向
けた測量資格制度検討に係る
基礎調査
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年8月4日
エム・アール・アイリサーチアソシエイツ
（株）
東京都千代田区永田町２丁目１０番３号

7010001012532

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　　本業務は、測量士・測量士補となる資格の在り方検討に向け、測量士・測量士
補制度等に関する現状の基礎調査を実施するものであり、測量士・測量士補制度
等に関する現状の調査について、高度で専門的な知識に基づいた的確かつ具体
的な提案を求めるため、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、エ
ム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社を特定し、同社と随意契約を締結し
た。

17,996,000 17,996,000 100.0% ―

高精度測位社会における基準
座標系の構築に係る調査検討
業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年8月19日
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機
構
東京都調布市深大寺東町７丁目４４番地１

9012405001241

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　　本業務の実施に当たっては、「自律的なＱＺＳＳの精密軌道推定手法に関する
調査」、「ＱＺＳＳの基準座標系の構築に関する調査」及び「精密単独測位の性能向
上に関する調査」について、重要かつ有効・有益と考える調査等の観点、手法及
び、それらへの工夫に関する提案が必要であったため、企画競争方式による調達
を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、国
立研究開発法人宇宙航空研究開発機構を特定し、同機構と随意契約を締結した。

17,908,869 17,732,588 99.0% ―

令和８年度　測量士・測量士補
資格制度運用事務の業務改善
に向けた調査検討業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

令和8年8月19日
（株）野村総合研究所
東京都千代田区大手町１丁目９番２号

4010001054032

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　　本業務の実施に当たっては、測量士・測量士補資格制度運用事務の全体像及
び課題を正確に捉え、既成概念にとらわれずにAI等先端技術の動向等を踏まえた
実現可能かつ持続可能な業務改善に関する業務要件定義をまとめる必要がある。
特に「業務プロセスの再構築」と「システム構想・データ基盤及びAI等の活用」につ
いては、高度で専門的な知識に基づき的確かつ具体的な提案を求める必要がある
ため、企画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社野村総合研究所を特定し、同社と随意契約を締結した。

82,565,835 82,565,835 100.0% ―

ウェブ最適化による３次元地図
の可視化にかかる調査検討及
び環境整備業務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

2026年8月25日
（株）Geolonia
東京都文京区本駒込二丁目28番8号
文京グリーンコートセンターオフィス 22F

3010001203663

　会計法第29条の3第4項、予算決算及び会計令第 102 条の4第3号（企画競争）

　本業務の実施に当たっては、高度な企画力及び技術力が必要であることから、企
画競争方式による調達を行うこととした。
　本業務の企画提案書を特定するための評価基準に基づき評価を行った結果、株
式会社Geoloniaを特定し、同社と随意契約を締結した。

29,863,900 29,863,900 100.0% ―

 令和８－９年度国土地理院情
報セキュリティ監視及び対策業
務

支出負担行為担当官
国土地理院長 　河瀬  和重
茨城県つくば市北郷１番

2026年9月16日
（株）シーイーシー
神奈川県座間市東原５丁目１番１１号

3021001047372

　会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第4号（ロ）

　本業務は、「国土地理院情報セキュリティ監視及び対策業務」として令和6年4月1
日から令和9年1月31日までの期間で現状導入している業務を、令和9年2月1日か
ら令和10年1月31日までの１年間、引き続き実施するものである。
　株式会社シーイーシーは現行業務における初期構築を設定済みであり、本業務
を他事業者が実施する場合に必要となる国土地理院側での機器設定変更や、事
業者側での監視環境の新規構築が不要であることから、著しく有利な価格をもって
契約することが可能である。また、同社は現行システムの構成及び運用状況を十
分に把握し、国土地理院においてセキュリティインデントを検知・対応したことによる
知見も備えている。これらを踏まえると、業務の継続性及び現在の情報セキュリティ
レベルを確実に確保し、かつ経済合理性をもって本業務を履行できる唯一の契約
相手であるため、同者と随意契約を締結した。

5,586,240 5,586,240 100.0% ―
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